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政府広報室の業務と機能

内閣府設置法第４条第３項

３８ 政府の重要な施策に関する広報に関すること。

①政府全体の観点からの司令塔機能
・各府省の広報希望テ－マについて、テ－マと媒体特性をマッチングさせつつ優先順位を付ける。
・政府と して重要性の高いテ－マを主要な広報テ－マとして選定し、メディアを組合せて、キャンペ

－ンと して実施。
※マイナンバ－、女性の活躍促進、地方創生など複数省庁が関与し、内閣官房がとりまとめを行う

広報が増加。

②共同利用媒体と しての機能
新聞、TV スポットなどの巨額な費用を要すると ともに、各府省の広報において毎年使用すると

は限らな いものについて、まとまった分量を年度当初に調達することで予算の効率化を図る。
・コストの低下 （媒体費及び調達コ スト）
・広報ニーズへの柔軟な対応 （調達所要期間の減）

③広報担当部門と しての専門機能
・年度当初に総合 評価方式で選定する 広告代理店 （ブラ ンド代理店）とキ ャンペ－ンごとに企

画競争で選定する広告代理店（キ ャンペ－ン代理店） を活用することで、広報戦略の質の向上
（クリエイティブ、媒体の多様化など）を図る。

所掌事務

主な機能
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・政府の重要施策の内容、背景、必要性等を伝え、国民の理解と協力を得る。
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事業仕分けの結果への対応

4

●評価結果

・政府広報の必要性は多くの評価者が認識したが、内容や手法について抜本的な見直しを

行うとともに、予算面でも大幅な見直しが必要である。

・予算要求額を半額に縮減

（主なコメント）

・テレビ番組、ラジオ番組、広報誌は止めた方がよい。

・番組からスポットへ完全に振りかえる。多少割高になったとしても、必要性、緊急性の高いテーマに

重点化すべき。

・各省からの要望に対して採用基準を明確にすべき。

・各省の広報との重複を整理する。

●仕分け結果への主な対応
・新聞記事下広告（179.5段→75段（27年度））

・新聞突出し広告（中央紙及びブロック紙は、104回→52回（27年度） ）

・広報誌Cabiネット廃止

・各府省からの要望に対して、政務まで判断を仰ぎ、重要な広報テーマを選定。

・各府省庁における広報展開を事前にヒアリングした上、政府広報と各府省庁広報が重複せずに補完的、

相乗効果を持つよう調整。

・重要な広報テーマの選定に対応して、調達方法を見直し、キャンペーン（２３年度～）、ブランド（２４年度

～）の仕組みを導入。



平成２７年度政府広報国内予算の執行状況

媒体別の国内広報予算執行額 計４３．１５億円
（平成27年度当初予算）

（主要なキャンペーンテーマ）
・マイナンバー制度 ・地方創生
・女性の活躍促進 ・高齢者詐欺対策

（うち出版諸費（※印） ２４．１８億円）

※

※

※

※

１．年度当初に購入し、計画的に実施するもの【定時媒体】 11.93 
媒体概要 調達方法 金額（億円）

新聞 突出し 全国 71紙（毎週）
一般競争

6.87 
その他 視覚障害者向け CD・点字広報誌（年6回） 0.31 
ラジオ 番組・スポット AM：ニッポン放送（毎週）

総合評価
0.82 

テレビ ＢＳ番組 BSTBS、BS日ﾃﾚ（毎週） 0.24 
ネット テキスト広告 Yahoo！など（毎週） 一般競争 2.64 

動画（3分～24分）
政府インターネットテレビ

総合評価
0.63 

HP（特集・記事） 政府広報オンライン 0.42 

２．年度当初に購入し、柔軟に実施するもの【年間媒体】 20.47 
媒体概要 調達方法 金額（億円）

新聞 記事下 全国 71紙（59段）
総合評価

16.78 
雑誌 女性誌、ﾋﾞｼﾞﾈｽ誌等 カラー見開き（3回） 0.22 
テレビ 15秒CM 1週間～2週間（5回）

総合評価
3.21 

ネット バナー広告 Yahoo！ﾌﾞﾗﾝﾄﾞﾊﾟﾈﾙ（1回） 0.26 

３．メディアを組み合わせ、キャンペーン的に行うもの【臨時媒体】 10.75 
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契約・調達等に係る所要日数

0日 仕様書作成 0日 仕様書作成 0日 随契理由書作成

随契審査委員会

（10日程度） 仕様書作成

（20日程度）

10日 入札公告

　（公告期間10日以上） （20日程度）

20日 官報原稿入稿

［入札説明会］ 20日 官報原稿入稿

30日 官報掲載（公告） 技術審査結果通知

（2週間程度）

　（公告期間30日以上）

  （公告期間50日以上） 35日 開札・落札者決定

42日 契約締結

（10日程度）

審査

（2週間程度）

技術審査結果通知

（20日間公示）

102日 契約締結 101日 契約締結

95日 開札・落札者決定

（1週間程度）

業者決定まで　　　約95日 業者決定まで　　　約35日
業者決定まで　　　約70日
キャンペーン　　　約40日

（２回目以降）　　　　　　　１

81日 提案書・入札書受理

71日
業者決定

官報原稿入稿

（8営業日）

81日
官報公示

（業者決定）

30日
官報公示

（資料招請）

（1週間程度）

説明会

［入札説明会］

61日 提案書等受理

政府広報の契約・制作等に係る所要日数（総合評価落札方式）

1,600万円以上の特定調達
1,600万円未満の特定調達

又は特定調達以外
企画競争

（特定調達）

　※ただし、企画案作成に要する期

間を考慮する必要がある

（8営業日） 21日 提案書・入札書受理
（8営業日）

キャンペーン方式の場合は、

年間取扱事業者選定時のみ

※一般競争入札の場合、通常公告期
間は１０日。さらに、約１，６００万円を超
える契約の場合は、５０日以上の公告
期間が必要。
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政府広報の主な媒体と特徴

○テレビ（BS含む）
対象：全層で突出した接触率。BSは、高齢層＞若年層、特に６０代で高接触。
特徴：幅広い層への即効的な認知獲得。

○ラジオ
対象：ドライバーや、自営業等、「ながら聴取」が見込める層。

若年層＜高齢層。
特徴：リーチ力は弱いが、ファンリスナーによる習慣聴取で、深く接触される。

カーユーザーの日中の接触率はテレビに次ぐ数値。

○新聞
対象：中高年齢層、高齢層＞若年層
特徴：最も世代格差が大きいメディア。情報の信頼性が高く、全国津々浦々に届けた

い案件に適する。

○雑誌
対象：ターゲットセグメンテーションメディア。
特徴：固定購読層に対して、深い認知獲得。

○インターネット
対象：若年層や勤労層＞高齢層、女性＞男性(自宅ＰＣは逆)。
特徴：若中年層でより高い接触率 情報検索メディア、直接的なＨＰ誘引。
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メディア・リーチ【性年代別・２０１４年】

・TVは高齢層＞若年層、女性＞男性の傾向。
・新聞はもっとも世代差が大きく、高齢層＞若年層の傾向が顕著。
・PCは40‐60代で高接触（男性＞女性）、モバイルは若年層＞高齢層、女性＞男性の傾向

が強い。
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高齢化の推移と将来推計

※平成２７年高齢社会白書より

・６５歳以上の人口割合は２５％以上を占め、今後も増加する見込み。
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政府広報の媒体（新聞記事下）

○新聞記事下広告（不定期）
全国紙5紙、ブロック紙3紙、地方紙63紙の計7１紙に、不定期で掲載。

※テーマによっては、掲載紙を限定することもある。

○全15段 モノクロ H28.1実施

※マイナンバー制度の開始に併せ、
制度の疑問をＱ＆Ａ方式 にて周知

○全5段 見開きカラーで掲載 H27.10実施

※マイナンバー（個人番号）の通知開始について周知

【① 重要広報テーマ】

○全５段 モノクロ H28.3実施

※各省が持つ、伊勢志摩サミット・関係 閣僚会合の
警備情報をとりまとめて、協力を国民に呼びかけ

○全５段 モノクロ H27.6実施

※年金情報流出による詐欺被害の発生に対応し、
注意喚起や専用電話窓口等を緊急に周知

【② 緊急等】 【③ 各省施策とりまとめ】
＜参考：新聞段数＞
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テーマ 実施時期 段数等
（※印は原稿制作費を含む）

金額
（百万円）

１ 女性の活躍促進① （マタハラ対策） 平成２７年６月 全国 全５段 90

２ 女性の活躍促進② （ゆう活） 平成２７年６月 中央５紙 全５段 64

３ 日本年金機構への不正アクセス事案対策① 平成２７年６月 ※全国 全５段 92

４ 日本年金機構への不正アクセス事案対策② 平成２７年６月 ※全国 全５段 92

５ 消費者ホットライン 平成２７年６月 ※全国 半５段 46

６ 児童相談ダイヤル 平成２７年７月 ※全国 全５段 92

７ 高齢者詐欺被害の未然防止① 平成２７年８月 ※ﾌﾞﾛｯｸ、地方67紙 全５段 54

８ マイナンバー① （事業者向け） 平成２７年８月 全国 全５段 カラー 132

９ マイナンバー② （ＤＶ被害者向け等） 平成２７年８月 全国 全５段 カラー 132

１０ 女性の活躍促進③ （輝く女性応援会議） 平成２７年８～１１月 ※地方４紙 半５段～全１５段 25

１１ マイナンバー③ （一般国民向け周知） 平成２７年１０月 全国 全５段見開きカラー 264

１２ マイナンバー④ （詐欺注意喚起） 平成２７年１０月 ※全国 半５段 46

１３ 高齢者詐欺被害の未然防止② 平成２７年１２月 全国 全５段 カラー 132

１４ マイナンバー⑤ （一般国民向けＱ＆Ａ） 平成２７年１２月 全国 全５段 カラー 132

１５ マイナンバー⑥ （一般国民向けＱ＆Ａ） 平成２８年１月 全国 全１５段 271

１６ 東日本大震災被災地広報 平成２８年３月 ※地方４紙 全１５段 12

１７ 伊勢志摩サミット（警備への協力のお願い） 平成２８年３月 ※原稿制作のみ（掲載は28年度） 1

合計 ※四捨五入の関係で合計額が一致しない場合がある。 1,678

新聞記事下広告の実績（出版諸費）

年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

段数 約180段 約120段 約100段 約60段 約60段 約80段 約90段

１．最近の推移

２．平成27年度実績
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政府広報の媒体（新聞突出し）

○新聞突出し広告（1週間1テーマ）
全国紙5紙、ブロック紙3紙、地方紙63紙の計71紙に、毎週掲載。

※テーマによっては、掲載日を同日とすることもある。

熱
中
症
予
防
対
処
法
の
啓
発

改
正
児
童
ポ
ル
ノ
法

（
所
持
等
の
罪
）
の
適
用
開
始

平
成
27
年
7
月

平
成
27
年
7
月

参考：平成２７年度新聞掲載紙、
及び掲載曜日

朝日新聞土曜日

日本経済新聞日曜日

産経新聞水曜日

毎日新聞木曜日

地方紙63紙金曜日

紙名掲載曜日

読売新聞月曜日

ブロック３紙火曜日
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政府広報新聞年間契約紙の考え方

１．日本新聞協会加盟社であること
２．一般紙であること
３．概ね発行部数が５万部以上であること
４．各県・地域の差が少なくなるように配慮

・ 各県の第一紙
・ 発行部数が各県世帯数の１０％以上の紙
・ 離島などの地域特性に配慮

世帯数：平成27年1月1日現在の住民基本台帳
販売部数：２７年１月～６月平均発行部数「（一社）日本ＡＢＣ協会」

世帯数

県内全紙（日本新聞協会加盟紙） 政府広報掲載紙

販売部数 普及率 掲載部数 普及率

全国計 56,412,140 40,153,332 71.17% 40,025,267 70.95%
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政府広報新聞年間契約紙一覧

新聞名

中央紙（５紙） 朝日新聞 毎日新聞 読売新聞 日本経済新聞 産経新聞

ブロック紙（３紙） 北海道新聞 東京・中日新聞 西日本新聞

地方紙（６３紙）

釧路新聞 十勝毎日新聞 苫小牧民報 室蘭民報 函館新聞

東奥日報 陸奥新報 デーリー東北 秋田魁新報 北羽新報

岩手日報 岩手日日新聞 山形新聞 河北新報 福島民報

福島民友 上毛新聞 茨城新聞 下野新聞 千葉日報

神奈川新聞 埼玉新聞 新潟日報 北日本新聞 北國・富山新聞

福井新聞 日刊県民福井 信濃毎日新聞 長野日報 山梨日日新聞

静岡新聞 岐阜新聞 東愛知新聞 市民タイムス 中部経済新聞

奈良新聞 京都新聞 神戸新聞 伊勢新聞 紀伊民報

山陽新聞 中國新聞 日本海新聞 山陰中央新報 島根日日新聞

山口新聞 宇部日報 四國新聞 愛媛新聞 徳島新聞

高知新聞 佐賀新聞 長崎新聞 大分合同新聞 熊本日日新聞

宮崎日日新聞 南日本新聞 琉球新報 沖縄タイムス 南海日日新聞

八重山毎日新聞 宮古毎日新聞 夕刊デイリー



政府広報の媒体（雑誌）

○雑誌広告（不定期）
日経ビジネス、日経WOMAN、週刊文春、オレンジページなど、ビジネス層
向け・一般向け・女性向け等の雑誌に不定期で広告を掲載。

子ども・子育て支援新制度

平成27年10月 日経WOMEN 平成27年10月 オレンジページ
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政府広報の媒体（視覚障害者等向け広報資料）

○音声広報ＣＤ及び点字・大活字広報誌

【音声広報ＣＤ「明日への声」】

政府からのお知らせ情報を８テーマ（4ﾃｰﾏ×3分、 4ﾃｰﾏ×6分）
を収録（６０分程度）

【点字・大活字広報誌「ふれあいらしんばん」 】

音声広報CDのテーマの中から５テーマ（2ﾃｰﾏ×3分、 3ﾃｰﾏ×6分）を
選定し、点字・大活字・SPコードを印刷

・ 視覚に障害がある方等に対して、政府の重要施策等の情報をわかりやすくまとめて発行
（年６回、各号約4,600部）

・ 全国の視覚障害者情報提供施設協会、日本盲人会連合、特別支援学校、公立図書館、地方
公共団体などに配布（約2,800か所）
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行政事業レビューの成果目標、成果指標 （出版諸費）

Ｈ２５年
行政改革推進会議によるチェックに係るヒアリングでのご指摘

「媒体ごとの目標値がすべて同じ数値になっているのはおかしい。」

Ｈ２５年度 Ｈ２６年度 Ｈ２７年度

使用データ 政府広報室による調査（キャンペーン） Ｊ－ＭＯＮＩＴＯＲ（注）による調査

対象媒体 全体 （新聞・テレビなど） 媒体別 （新聞記事下）

成果指標

広報理解度
（８２／７５） 広報理解度

（７６．１／８１．５）

広報理解度
（８７．４／７７．５）

広報満足度
（７９／６０）

（成果実績／目標値）

定量的な
成果目標

過去２年度の実績値のうち
高い値 ＋１％以上

前年度の
実績値

＋１％以上

過去３年度の
平均値を

基準値として
基準値以上

（注）：第三者機関ビデオリサーチ社による
新聞広告の共通調査データ

【変更点】

・対象媒体をキャンペーン全体から
媒体別に変更

・使用データを政府広報室調査から
第三者調査に変更

重要施策に関する
広報理解度および満足度

出版諸費の主要媒体である
新聞広告の理解度

アウトカム
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新聞記事下広告の改善事例

「輝く女性応援会議」（全国４ケ所開催）の新聞記事下広告にあたり、各地方紙と個別に交渉しタイアップすることによ
り、新聞社記事体と協賛企業の広告を入れて、全１５段分の予算で、全２０段分以上の広報を実施。

○採録 全１5段 モノクロ ＋サービス枠 全５段 モノクロ H27.9実施

※新聞社記事体、協賛企業広告を掲載
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新聞突出し広告の改善事例

施策開始・制定のお知らせ注意喚起 「●●週間」「●●の日」周知 政府からのお願い

広報テーマのカテゴリー別の主な事例

・ キャッチコピー部分に黒ベタを敷く
・ 黒ベタをベースに、キャッチコピーに合

わせたサインを付加する

従来型 改善型

・ キャッチコピーの強調、デザインの統一
・ 広報テーマのカテゴリ－に応じて訴求
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平成２５年度

雑誌名 契約掲載内容

週刊少年ジャンプ １頁×２回

週刊ヤングジャンプ １頁×２回

ｎｏｎ－ｎｏ １頁×２回

ＶｉVi １頁×２回

日経ビジネス １頁×２回

日経WOMAN １頁×２回

週刊文春 １頁×２回

オレンジページ １頁×２回

女性セブン １頁×２回

平成２６年度

雑誌名 契約掲載内容

週刊少年ジャンプ １頁×２回

週刊ヤングジャンプ １頁×２回

ｎｏｎ－ｎｏ １頁×２回

ＶｉVi １頁×２回

日経ビジネス １頁×２回

日経WOMAN １頁×２回

週刊文春 １頁×２回

オレンジページ １頁×２回

女性セブン １頁×２回

文藝春秋 １頁×２回

平成２７年度

雑誌名
契約掲載内容

単頁 見開き

週刊少年ジャンプ １頁×２回

週刊ヤングジャンプ １頁×２回

ｎｏｎ－ｎｏ １頁×２回 ２頁×１回

日経ビジネス １頁×２回 ２頁×１回

日経WOMAN １頁×２回 ２頁×１回

週刊文春 １頁×２回 ２頁×１回

オレンジページ １頁×２回 ２頁×１回

女性セブン １頁×２回

平成２８年度

雑誌名
契約掲載内容

単頁 見開き 単頁（表３）

日経ビジネス １頁 ４頁 １頁

日経WOMAN １頁 ４頁 １頁

週刊文春 １頁 ２頁 １頁

オレンジページ １頁 ２頁 １頁

女性セブン １頁 ２頁 １頁

・ ターゲット層を考慮して掲載雑誌を見直し
例：若年層のWebへのシフトや読者世代の重複を考慮 など

・ 見やすさを考慮して掲載箇所、ページを見直し

※全て４色カラー

雑誌広告の改善事例

男性高齢者に対するリーチ
を高めるため、文藝春秋を

追加

実績を考慮し文藝春秋、読者
世代が重複しているviviを取り

止め、掲載分量と目立ちやす
さを考慮した見開きを追加

若年層のｗｅｂへのシフトを考
慮して年間契約掲載誌を見直
すとともに。表３を追加し、アイ
キャッチを高めるようにした。

内は見直した部分
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≪平成２６年度≫ ≪平成２７年度≫≪平成２５年度≫

【音声ＣＤ】
・年６回発行（４,８００部）
・毎号８テーマ掲載

【点字広報誌】
・年６回発行（４,８００部）
・毎号４テーマ掲載

【大活字広報誌】
・年３回発行（３,０００部）
・毎号５テーマ掲載
・文字サイズ１８ポイント

【アンケート結果】
・大活字が読み難い
・大活字の文字が小さい
・大活字の漢字に全てフリ

ガナがあり逆に読み難い
・もっとテーマ数を増やして

ほしい

【課題】
・大活字のお知らせ回数が

少ない
・大活字冊子は第４種郵便で

送れない（転送しにくい）

☆改善点

・大活字の文字
サイズ拡大

【音声ＣＤ】
・年６回発行（４,８３０部）
・毎号８テーマ掲載

【点字・大活字広報誌】
・年６回発行（４,７２０部）
・毎号５テーマ掲載
・文字サイズ２０ポイント

※大活字原稿に点字を印字
※第４種郵便で配送可

【アンケート結果】
・大活字が読み難い
・大活字と点字の凹凸が

被り読み難い
・点字利用者と大活字の利

あ用者が違うので合冊にしな
いでほしい

【課題】
・大活字と点字の凹凸が被
り読み難く感じる方がいる

☆改善点

・点字広報誌と大活字
広報誌を合冊

・大活字の
発行数増
文字サイズ拡大
フリガナ削除

≪平成２８年度≫

【音声ＣＤ】
・年６回発行（５,１５０部）
・毎号８テーマ掲載

【点字・大活字広報誌】
・年６回発行（５,１００部）
・毎号５テーマ掲載
・文字サイズ２２ポイント

※大活字原稿に点字を印字

☆改善点

・配布箇所の増
（約６００ケ所）

※利用を希望する者
が多く利用できよう、
視覚障害者、高齢者
が多い政令市、中核
市、特別区の公立図
書館に新規配布

【音声ＣＤ】
・年６回発行（４,６００部）
・毎号８テーマ掲載

【点字・大活字広報誌】
・年６回発行（４,５３０部）
・毎号５テーマ掲載
・文字サイズ２２ポイント

※大活字原稿に点字を印字

【アンケート結果】
・大活字が読み難い
・大活字と点字の凹凸が被

り読み難い
・希望者に各戸配布しては

どうか

【課題】
・いかに、希望者に接触しや
すい環境を整えるか

視覚障害者等向け資料の改善事例

・「利用状況に関するアンケート」を実施し、課題を抽出したうえで、内容や部数等を見直し
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参考資料
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政府広報の媒体（テレビ）

ゆう活「ゆう活ジャンプ」篇

○テレビスポットCM（不定期）
全国の放送局を通じて、不定期にテレビスポットCMを放映。

平成27年6月

「霞が関からお知らせします 2016」 （BS日テレ 毎週土曜 20:54～21:00 ）
暮らしに関わる様々なテーマを取り上げ、国民の皆さんに知っておいていただきたい情
報について、関係する府省庁の幹部へのインタビューを通じて、ご紹介するミニ番組。

○ＢＳミニ番組（定時番組）

平成28年3月放送のテーマ
3月 5日 東日本大震災からの復興の現状とこれからの取組
3月12日 地理的表示保護制度
3月19日 国家戦略特区
3月26日 いじめ問題

マイナンバー「カンタン申請」篇
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政府広報の媒体（ラジオ）

「なるほど！！ニッポン情報局」
（ニッポン放送ほか18局 毎週土曜7:40～8:00）

国民の皆様に身近な政策や行政の取り組み、環境問題や暮らしの安全など、生活の
様々な話題について、毎週そのテーマの担当省庁の方や有識者の方が登場し、わか
りやすく解説。

番組パーソナリティーの山本剛士、新保友映アナウンサーと一緒に普段の生活に密
着したトークを繰り広げてお届けする番組。

○ラジオ番組（定時番組）

平成28年3月放送の番組

① 困った時に役立つ！法テラスを活用しよう！
② 新生活に向けて、家の中の製品を見直そう！
③ 若年層の自殺を防げ！～いのちつなぐ社会へ～
④ 地球環境を守る！フロン排出抑制法

25



政府広報の媒体（インターネット）

○政府広報オンライン、SNS、アプリ
政府広報オンラインは、国民生活に身近な話題や政府の重要課題をピックアップし、国民

の皆様に分かりやすく伝えるサイト。特集記事やお役立ち情報のほか、政府広報室が実施し
たテレビ番組・CM、ラジオ番組、新聞・雑誌広告等を掲載。

あわせて、Facebook、Twitter、アプリ（電子書籍）でも情報を発信。

＜政府広報オンライン（イメージ図）＞

＜Twitter＞ ＜政府広報アプリ＞
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政府広報の媒体（インターネット）

○政府インターネットテレビ
映像を通して、政府の重要施策、総理や内閣の動きなどを分かりやすく伝える
ためのインターネット上の動画配信専用サイト。

＜PC版トップページ＞

＜スマートフォン版＞
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政府広報の媒体（インターネット）

○テキスト広告・モバイル広告
PCサイトやモバイルサイトに、広告を掲出して情報 を提供しつつ、当該施策を
所管している府省庁のサイトやお役立ち情報、政府インターネットテレビへ誘導。

＜朝日DIGITALトップページ（PCサイト）＞

ココにテキスト広告を掲出

＜The News（モバイルサイト）＞
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